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独立行政法人日本学術振興会
学術システム研究センター

「日本学術振興会事業における

プログラムオフィサー制度の果たす役割等について」

－ 科学研究費補助金を中心とした審査・評価システムの構築 －

2006.2006. 1010

平成１８年（２００６年）平成１８年（２００６年）
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第２期科学技術基本計画（平成１３～１７年度）競争的資金の倍増を目指す。

金額（億円）

競争的研究資金の拡充
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競争的研究資金

うち科研費

第３期科学技術基本計画（平成１８～２２年度）競争的資金は、引き続き拡充を目指す。

（要求）
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37,800

43,332

189,500

47,97639,800

総務省　　11,379

厚生労働省　　47,287

農林水産省　　12,985

経済産業省　　30,516

国土交通省　　829

環境省　　8,153

内閣府　　521

（金額：百万円）予算総額：470,078

科学研究費補助金

戦略的創造研究推進事業

科学振興調整費

２１世紀ＣＯＥプログラム

文部科学省（その他）

府省別競争的研究資金 平成１８年度予算額

文部科学省：358,408
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66200

353731398 4113

47400

52151

57079

13433

30711
210600

23,087

26336

407

総務省　　13,433

厚生労働省　　57,079

農林水産省　30,711

経済産業省　35,373

国土交通省　　1,398

環境省　　4,113

内閣府　　407

（単位：百万円）概算要求総額：576,194

科学研究
費補助金

戦略的創造研究
推進事業

科学振興調整費

２１世紀COE
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

文部科学省
（その他）

文部科学省：425,774

府省別競争的研究資金 平成１９年度概算要求額

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙCOE
ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
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科研費の拡充と改革
研究者の自由な発想に基づく学術研究を幅広く推進

科学技術基本計画（閣議決定）

競争的資金の拡充

間接経費30％の早期実現
経済財政運営と構造改革に関する基本方針
2006（閣議決定）
競争的資金の拡充

経済成長戦略大綱（経済財政諮問会議）

若手研究者への支援

平成１９年度の科学技術に関する予算等の
資源配分の方針（総合科学技術会議）

若手研究者支援、間接経費の充実

イノベーションの源の潤沢化

間接経費の拡充

若手研究者育成・支援の充実

若手研究（Ｓ）の新設 等

審査・評価体制の充実

独創的・先駆的な研究の重点的推進

日本学術振興会への更なる移管

研究費の有効活用

補助金の不正使用の防止

研究活動の不正行為の防止

研究費配分における無駄の排除

科研費の弾力的使用

不正使用等への対応

機関管理の体制強化

ルールの徹底 等

電子システム化の推進

年度間繰越の活用促進

科
研
費
の
拡
充
と
改
革

〈文部科学省資料を元に作成〉

平成１９年度概算要求:210,600百万円
（うち学術振興会分：134,192百万円）
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プログラムオフィサー制度の整備

第２期科学技術基本計画（平成１３～１７年度）

競争的研究資金の制度改革を行う。

→平成１４年６月１９日総合科学技術会議意見

研究経歴のある者「プログラムオフィサー」が課題の

選定、評価、フォローアップ等を行い、「プログラム

ディレクター」が統括する体制を競争的資金配分機

関に整備。

第３期科学技術基本計画（平成１８～２２年度）

引き続き制度改革を行う（配分機関の機能強化等）。
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日本学術振興会のプログラムオフィサー制度

日本学術振興会のプログラムオフィサー制度として、学
術システム研究センターを、平成１５年７月に設置。

第一線の研究者が、学術的見地から業務等に参画。

11310510550合計

93868640専門研究員

1716168主任研究員

3332所長・副所長

平成１８年度平成１７年度平成１６年度平成１５年度

〈拡充の経緯〉 （人）
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日本学術振興会 情報提供 日本学術会議日本学術会議

研究費助成
○科学研究費補助金
「科学研究費委員会」

研究者養成
○特別研究員 等
「特別研究員等審査会」

国際交流事業
○先端研究拠点事業 等
「特別研究員等審査会」

職員９９名職員９９名

審査員選考、
制度改善等

学協会学協会

国公私立大学国公私立大学

国公立試験研究機関国公立試験研究機関

財団法人研究所財団法人研究所

民間研究機関民間研究機関

所長所長 １名１名

副所長副所長 ２名２名
研究員１１０名研究員１１０名

人文学人文学

社会科学社会科学

数物系科学数物系科学

化学化学

工学系科学工学系科学

生物系科学生物系科学

農学農学

医歯薬学医歯薬学

研究者
コミュニティー

学術システム

研究センター

総合・複合新領域総合・複合新領域

学術システム研究センター
～研究者コミュニティとの橋渡し
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日本学術振興会事業の審査・評価に関する業務に従事

日本学術振興会事業に対する提案・助言

学術振興方策に関する調査・研究

学術研究動向に関する調査・研究

学術システム研究センター業務
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〔主任 ２ 専門 ９〕

〔主任 ２ 専門 ９〕

〔主任 ２ 専門１０〕

〔主任 ２ 専門 ７〕

〔主任 ２ 専門１７〕

〔主任 ２ 専門 ７〕

〔主任 ２ 専門１３〕

〔主任 ２ 専門２１〕

〔主任１７ 専門９３〕

所長 副所長

人文学専門調査班

社会科学専門調査班

数物系科学専門調査班

化学専門調査班

工学系専門調査班

生物系専門調査班

農学専門調査班

医歯薬学専門調査班

総合・複合新領域専門調査班

計

１ ２

主任研究員会議

専門調査班会議

学術システム研究センター運営委員会

〔主任 １ 専門７〕

学術システム研究センター組織図

ワーキング
グループ
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学術システム研究センターの業務運営
～各種会議の果たす役割

・専門分野の同じ主任研究員及び専門研究員が会し討議
・研究者のニーズや専門的な視点を振興会事業の実施等に反映させ、より適切な業務
運営の実現を図るため、討議
・主任研究員会議での議論に基づき、審査、評価に関する諸業務について、具体的な手順の策定

・主任研究員会議（原則月２回開催）

・所長、副所長、主任研究員及び日本学術振興会事務が会し、討議

・学術的見地及び各専門調査班での議論に基づき、振興会業務における種々の課

題について討議

・振興会各種事業に対する提案・助言

・審査、評価に関する諸業務について、具体的な手順の策定

・ワーキンググループ
・常勤的主任研究員が中心となって開催
・重要でかつ継続的に審議が必要な課題に対し議論
・課題に対する意見を取りまとめ提言

・専門調査班会議（原則月１回開催）
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科研費の膨大な応募件数科研費の膨大な応募件数（新規約９万件）（新規約９万件）

「応募・採択状況」（学振分）

15,321 16 ,150 16 ,639 16 ,486 17 ,164
19 ,675

34 ,958 35 ,275 36 ,607 37 ,072
40 ,560 42 ,389

44 ,806

73 ,825
80 ,030

73 ,831 76 ,388 75 ,316

84 ,020
90 ,105

93 ,462
99 ,158

93 ,799
96 ,990 98 ,775

108 ,107

115 ,320

18 ,391
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採択件数（新規）

採択件数（新規＋継続）

応募件数（新規）

応募件数（新規＋継続）
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膨大な応募件数（新規約９万件）に対する膨大な応募件数（新規約９万件）に対する
適切な対応適切な対応
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９月
11月

１月

３月
４月

公募要領発送
研究計画調書を受付
審査委員の委嘱

第１段審査

第２段審査
交付内定

審査委員配置、審査基
準及び公募要領の見直
し 検討

第１段審査委員及び第
２段審査委員候補者を
選考 （約５，０００人）

審査部会の司会、資料
説明等を行い、第２段
審査の議事運営に関与

第１段審査の審査委
員の審査状況につい
て検証

審査・採択そのもの
には関わらない

学術システム研究センターの役割
～科研費の応募から交付内定まで
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科学研究費補助金審査委員選考方法の見直し

研究助成機能については、現行の日本学術会議は担当していないが、第
一線の現役研究者中心の集まりである日本学術会議が、機関として研究
助成機能を担当することは今後も適当でない。これに関連して、現行の日
本学術会議が行っている科学研究費補助金審査員の推薦については、見
直す必要がある。

・「日本学術会議の在り方について」（平成１５年２月２６日総合科学技術会議意見）

学術システム研究センターにおいて

①審査委員データベースを構築
②センター研究員の合議により主体的に選定

従来：日本学術会議からの推薦により委員を委嘱
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科学研究費審査委員データベースの構築

・第１段審査委員（書面審査）候補者の選考

（細目毎３名または６名：約４，１００名）

・第２段審査委員（合議審査）候補者の選考

（分科毎２名～８名：約９００人）

データの充実

・科学研究費補助金の採択者《特別推進研究、基盤研究
S,A,B（人文学・社会科学分野は基盤研究Cまで）、若手Ａ
の研究代表者及び特定領域研究の領域代表者》を登録

・関係学協会からの情報提供

＊現在約４万件のデータを登録済み

18年度は更に基盤研究Ｃ（全分野）の研究代表者を登録
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科学研究費補助金審査委員の選考の流れ

６月 主任研究員会議

・専門分野（分科・細目）ごとに審査委員選考を担当する専門調査班、研究員（複数名）を決定
・複数の担当研究員の合議により次年度の審査委員候補者案を作成

７～８月 専門調査班会議

・専門調査班全体で合議し審査委員候補者案を作成

９月 主任研究員会議

・ｾﾝﾀｰ全体として、合議し、審査委員候補者案を作成

９月 科学研究費補助金審査委員選考会

・日本学術振興会役員、ｾﾝﾀｰ所長、副所長及び主任研究員等で構成
（最終的な審査委員候補者を決定）

１０月 審査委員として委嘱
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電子申請システムの積極的導入
公募事業

○科学研究費補助金事業

○研究者養成事業

○国際交流事業

段階的に電子化

○ 国際交流事業（一部）の開発

平成１６年度

○ 国際交流事業（一部）運用開始 （申請受付～書面審査）

・二国間交流事業共同研究・セミナー
・日仏交流促進（ＳＡＫＵＲＡ）事業
・日米がん研究協力事業

平成１７年度

○ 国際交流事業追加運用開始 （申請受付～書面審査）

○ 科学研究費補助金事業（一部）運用開始

○ 科学研究費補助金事業追加運用開始

・基盤研究・萌芽研究・若手研究（応募カード）

・国際研究集会

・アジア学術セミナー

・特定国派遣研究者

・先端研究拠点事業

・国際学会等派遣事業

・アジア研究教育拠点事業

・アジア・アフリカ学術基盤形成事業

・学術創成研究費（応募受付～書面審査）
・基盤研究・萌芽研究・若手研究（書面審査）

・特別推進研究（応募受付）

平成１５年度

平成１８年度 追加運用開始

○ 科学研究費補助金事業
・基盤研究（Ｓ・Ａ・Ｂ）研究計画調書の電子化
・特定領域新規領域

○ 研究者養成事業
・特別研究員（応募受付～書面審査）
・海外特別研究員（書面審査）
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科研費の審査の改善：効率的かつ公正な審査公正な審査
（平成１６年度）（平成１６年度）

審査委員を増員し、審査委員１人当たりの担当課題数を抑制（２００件以内）

審査結果をWebにより入力できるシステムを導入

第２段審査（合議審査）において、第１段審査（書面審査）委員の氏名を明記

第２段審査に、司会進行役として、学術システム研究センター研究員が参画
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科研費の審査の改善：効率的かつ公正な審査公正な審査
（平成１７年度）（平成１７年度）①①

審査方針・評定基準の見直し
○ 利害関係者の排除に関する取り扱いを強化
○ 第一段審査の評定項目を細分化し、充実
○ 基盤研究・若手研究と萌芽研究の評定基準を別に設定

審査方針・評定基準を事前にホームページで公表
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（１）審査委員自身が、研究課題の研究代表者又は研究分担者である場合
は審査に加わらないこととする。

（２）審査委員が、研究課題の研究代表者又は研究分担者との関係におい
て、次に掲げるものに該当すると自ら判断する場合は、審査に加わらな
いこととする。
①親族関係もしくはそれと同等の親密な個人的関係
②緊密な共同研究を行う関係（例えば、共同プロジェクトの遂行、共著研
究論文の執筆、同一目的の研究メンバーにおいて、緊密な関係にある
者）
③同一研究単位での所属関係（同一講座の研究者等）
④密接な師弟関係もしくは直接的な雇用関係
⑤研究課題の採否が審査委員の直接的な利益につながると見なされる
おそれのある対立的な関係もしくは競争的関係

（「科学研究費補助金（基盤研究等）における審査に関する規程」より抜粋）

科研費の審査の改善：効率的かつ公正な審査公正な審査
（平成１７年度）（平成１７年度） ②②

利害関係者の排除に関する取り扱いの強化
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科研費の審査の改善：効率的かつ公正な審査公正な審査
（平成１７年度）（平成１７年度）③③

第一段審査の評定項目を細分化し、充実

２項目 ５項目

（１）研究課題の学術的重要性・妥当性
（２）研究計画・方法の妥当性
（３）研究課題の独創性及び革新性
（４）研究課題の波及効果及び普遍性
（５）研究遂行能力及び研究環境の適切性

（基盤研究・若手研究の場合）

（１）研究内容

（２）研究計画
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（１）研究課題の学術的重要性

（２）萌芽研究としての妥当性

（３）研究計画・方法の妥当性

（４）研究課題の独創性及び革新性

（５）研究課題の波及効果及び普遍性

科研費の審査の改善：効率的かつ公正な審査公正な審査
（平成１７年度）（平成１７年度）④④

萌芽研究の場合

（１）研究課題の学術的重要性・妥当性

（２）研究計画・方法の妥当性

（３）研究課題の独創性及び革新性

（４）研究課題の波及効果及び普遍性

（５）研究遂行能力及び研究環境の適切性

基盤研究・若手研究の場合

基盤研究・若手研究と萌芽研究の評定基準を別に設定
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科研費の「系・分野・分科・細目表」の見直し

平成１７年１１月

平成２０年度公募要領（平成１９年９月公募）に適用する分
科細目表の見直し（案）について、文部科学省より振興会に
検討依頼。

平成１８年５月

本センターでは、専門調査班において、キーワードを中心に
見直しを行い、見直し（案）を文部科学省に提出。

今後の予定

文部科学省では、審議会（学術分科会）において、見直し
（案）について審議し、平成１９年１月に決定予定。
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目的：

若手研究者が自立して活躍できる機会の確保、

若手研究者の活動の活性化

⇒大学等の研究者の職に就いたばかりの者に、

スタートアップのため、研究費を支援

対象：

平成17年4月以降、新たに科研費の応募資格を得た者
かつ、大学等において、勤務時間が１週間当たり30時間を
越える者として初めて採用された者

応募金額：年間150万円以下

研究期間：2年間

若手研究（スタートアップ）若手研究（スタートアップ）
〈平成１８年度新規種目として新設〉
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科研費の年度間繰越の活用促進

〈改正のポイント〉
外的な要因（地震、機器の故障など）が発生し、やむを得
ず翌年度に研究を実施せざるを得ない場合に限定

上記の外的な要因に限らず、予期し得なかった研究内容
の進展・遅れにより、研究計画を変更する必要が生じた
場合も可能

改正

※「科学研究費補助金に係る歳出予算の繰越しの取扱について」を改正し、平成１８年
４月１日付けで、各研究機関に通知しています。
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平成１９年度科研費（基盤研究等）の
研究計画調書の主な見直し①

「基盤研究」について、応募金額の大小を考慮し、
調書の分量（頁数）を見直し。様式の分離。

研究成果を社会・国民に発信する方法等の記載を
求める。

これまでに受けた研究費による成果等について、
配分機関に行った中間・事後評価結果の記入を求
める。
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平成１９年度科研費（基盤研究等）の
研究計画調書の主な見直し②

研究者のエフォートが100％になるよう
①応募中の研究費、

②受入予定の研究費、

③その他の活動に係る全て

のエフォートの記載を求める。

これにより、科研費の不合理な重複、過度な集中を排除
するよう、適切な審査が可能となる。
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科研費の適正な執行
（不正使用への対応：平成１９年度公募要領に明示）①

研究者に関すること
採択された研究代表者に対し、交付申請時に補助金を適
正に使用し、不正な使用等を行わないことを確認すること。

補助事業の年度と異なる年度経費の支払いには使用でき
ないこと。

交付決定時には予想し得なかったやむを得ない事由によ
り年度内に完了しない見込みとなった場合には、翌年度に
繰越し手続きの上、使用できる。

※従来より、「科研費ハンドブック（研究者用）」を配付し、研究
者の「使用ルール」として、周知徹底（HPにも掲載）。
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科研費の適正な執行
（不正使用への対応：平成１９年度公募要領に明示）②

研究機関に関すること

応募者が、補助金の不正使用に伴い、交付対象から除外
されている者でないことを確認。

研究機関における検収体制の整備状況について、報告を
義務化。

採択課題については、当該補助金の経理責任者を報告。

※従来より、補助金が交付された場合には、大学等研究機関
が、補助金の管理を行うこととしている。
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今後の課題、更なる改革・改善に向けて今後の課題、更なる改革・改善に向けて

学術システム研究センター科研費ワーキンググループ
において、改善方策を検討中

文部科学省からの更なる業務移管に対する実施体制の構築
→ 今後、段階的に全ての配分審査業務が移管される見込み

振興会：配分額 約１，２７０億円 所要事務経費 約１９億円 → 事務費割合 約１．５％
約１／３

Ｎ Ｓ Ｆ：配分額 約57億4,500ドル 所要事務経費 約2億9,400ドル→ 事務費割合 約５．１％

○○徹底的に効率化された事務経費徹底的に効率化された事務経費
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日本学術振興会賞
人文学、社会科学及び自然科学の全分野を
対象とした優れた若手研究者に対する顕彰

(授賞20名程度。受賞者に110万円を贈呈。)

特別研究員事業
我が国の研究者養成の中核を担う制度
優秀な若手研究者を特別研究員として
採用し、自由な環境で自立した研究が
行えるよう研究奨励金及び科研費を支給

初等中等教育
段階

大学院段階

ポストドクター

高大連携

中堅

世界トップレベル

次代を担う人材の裾野の拡大

大学学部段階

若手

ＳＰＤ：研究奨励金５３５万円/年、科研費３００万円以内/年
ＰＤ：研究奨励金４３７万円/年、科研費１５０万円以内/年

ＲＰＤ：出産・育児による研究中断後に円滑に研究現場に
復帰できるよう平成18年度より創設
研究奨励金４３７万円/年、科研費１５０万円以内/年

ＤＣ：研究奨励金２４０万円/年、科研費１５０万円以内/年

海外特別研究員
若手研究者を海外の優れた研究機関等に長期間（２年間）派遣し、研究に専念させる制度

日本学術振興会の研究者養成事業日本学術振興会の研究者養成事業
～～優れた研究者の養成・確保
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特別研究員事業の審査等の改善：
（H16改善のポイント）
審査区分を４系別（人社審査区分を４系別（人社､､数物数物､､化学化学､､生物）から、８領域（人文学生物）から、８領域（人文学､､社会科学社会科学､､数数
物系科学物系科学､､化学化学､､工学工学､､生物学生物学､､農学農学､､医歯薬学）に再編医歯薬学）に再編

→→研究分野に応じたきめ細やかな審査研究分野に応じたきめ細やかな審査

審査会委員は第２段審査のみを担当審査会委員は第２段審査のみを担当→→審査会委員の役割の明確化審査会委員の役割の明確化

学術システム研究センタｰにおいて専門委員の候補者を推薦学術システム研究センタｰにおいて専門委員の候補者を推薦

→→分野間のバランスの取れた専門委員の選考分野間のバランスの取れた専門委員の選考

5050～～100100件の審査セットとなるよう件の審査セットとなるよう複数の分科細目をまとめる複数の分科細目をまとめる

→→相対的に評価相対的に評価

11申請当たりの専門委員を３名から６名に倍増申請当たりの専門委員を３名から６名に倍増

→→多数の専門家による客観的な評価多数の専門家による客観的な評価

ＰＤ、ＤＣそれぞれに申請書様式を作成ＰＤ、ＤＣそれぞれに申請書様式を作成→→研究実績の違いを考慮した審査研究実績の違いを考慮した審査
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特別研究員事業の審査等の改善
（H1７改善のポイント)
豊富な候補者データベースから審査員の選考豊富な候補者データベースから審査員の選考

→→より適切な審査員の選考より適切な審査員の選考

書面審査の基準・評価方法を改訂書面審査の基準・評価方法を改訂

→→特別研究員事業の趣旨に即した評価基準を設定特別研究員事業の趣旨に即した評価基準を設定

DC1DC1についても書面審査上位者について面接免除を導入についても書面審査上位者について面接免除を導入

→→より効率的できめ細やかな面接選考を実施より効率的できめ細やかな面接選考を実施

面接終了後に合議審査を実施面接終了後に合議審査を実施→→精度の高い評価精度の高い評価

・出産・育児により研究を中断した研究者を対象とした募集・出産・育児により研究を中断した研究者を対象とした募集

・採用中断期間中に、奨励金を半額支給する復帰準備期間を設定・採用中断期間中に、奨励金を半額支給する復帰準備期間を設定

→→女性研究者が復帰できる機会を提供女性研究者が復帰できる機会を提供

（（H18H18継続検討継続検討））
特別研究員申請時の年齢制限について特別研究員申請時の年齢制限について
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国際交流事業の審査の改善国際交流事業の審査の改善

・審査区分を４系別（人社、数物、化学、生物）から、８領域・審査区分を４系別（人社、数物、化学、生物）から、８領域
（人文学、社会科学、数物系科学、化学、工学、生物学、（人文学、社会科学、数物系科学、化学、工学、生物学、
農学、医歯薬学）に再編。農学、医歯薬学）に再編。
・複数の分科細目をまとめ、審査セットを作成。・複数の分科細目をまとめ、審査セットを作成。
・学術システム研究センターにおいて事業の趣旨に応じた・学術システム研究センターにおいて事業の趣旨に応じた
審査員候補者を推薦。審査員候補者を推薦。
・審査基準の見直し。・審査基準の見直し。

国際事業委員会の設置国際事業委員会の設置

審査の改善審査の改善

・学術的観点に加え、海外の学術動向や国際情勢を総合的・学術的観点に加え、海外の学術動向や国際情勢を総合的
に勘案した審査を実施。に勘案した審査を実施。
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学術システム研究センター研究員の選考手順

◇第３回運営委員会（９月中旬）
・次期センター研究員候補者について
・主任研究員選考に係る学識経験者について 等

全国の大学・研究機関等に候補者（主任・専門）の推薦依頼（６月中旬）

現センター研究員による次期センター研究員候補者に関する調査 （１０月上旬～１０月下旬）

＜次期主任研究員の選考＞ ＜次期専門研究員の選考＞

次期主任研究員の選考について学識
経験者に意見伺い （１１月上・中旬）

◇第４回運営委員会（１１月中・下旬）

・次期主任研究員の選考

次期主任研究員内定者に委嘱依頼（１２月上旬）

現主任研究員による次期専門研究員候補者の
優先順位付け（１１月中・下旬）

○主任研究員会議（１２月上旬）
次期専門研究員候補者の順位付け（調整・確認）

◇第５回運営委員会（１２月上中旬）

・次期専門研究員の選考

次期専門研究員内定者に委嘱依頼（１２月中旬）
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学術システム研究センター研究員の選考基準

必要な資質・資格要件
・ 優れた研究能力を有し、専門分野を中心に幅広い識見を有
する者。
・ 公正かつ適切な判断ができ、科研費の研究代表者としての
経験のある者。

選考における留意点
・ 前任者と同一の大学等研究機関及び全く同一分野の者を選
任しない。
・ 国公私立大学、大学等共同利用機関、研究所等所属機関
のバランスに配慮する。
・ 地域バランス及び女性研究者に配慮する。
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学術システム研究センターにて

学術システム研究センターにて（平成１８年４月）


